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(北海道開発局)

事 業 名 国営かんがい排水事業 地 区 名 幌 進
ほろ しん

都道府県名 北海道 関係市町村名 幌 延 町
ほろ のべ ちょう

本地区は、北海道留萌支庁管内の天塩郡幌延町に位置する1,653haの酪農地帯であ
る。

事 地区のかんがい施設は未整備であり、かんがい用水の手当てがされていないため、飼
養頭数の増加に即した粗飼料の生産が確保されていない。
このため、本事業により貯水池及び用水路を整備するとともに、関連事業により末端

かんがい施設を整備し、土地生産性の向上及び農作業の効率化により、地域農業の振興
に資するものである。

業

【事業内容等】
受 益 面 積 1,653ha（畑 1,653ha）
受 益 者 数 29人

概 主要工事計画 貯水池 1箇所（新設）
用水路 43.8km（新設4路線）

国営総事業費 11,500百万円 (平成19年度時点 11,290百万円)
工 期 平成10年度～平成23年度予定

要 (平成10年度～平成20年度 工事期間)
(平成21年度～平成23年度 施設機能監視期間)

【事業の進捗状況】
平成18年度までの進捗率は約85％である。

【関連事業の進捗状況】
平成20年度の事業実施に向け、平成19年度から調査計画を行い末端整備計画をとりま

評 とめるため、具体の調整を進めている。

【社会経済情勢の変化】
本地区の関係市町村である幌延町の平成12年と平成17年の 5年間（就業人口は平成7

価 年から平成12年）の農家の動向等の情勢変化をみると、以下のとおりである。
関係市町村の農業就業人口は、395人から370人に減少（△6％）している。
本地域における農家数は、123戸から114戸に減少（△ 7％）しているが、専業農家と

第１種兼業農家を合わせた主業農家割合は、95％以上の高い水準を維持している。
本地域における経営耕地面積は、7,158haから7,047haと減少（△ 2％）しているが、

項 50ha以上の経営規模を有する農家が占める割合は75％から80％に増加している。
戸当たり平均経営耕地面積は、58.2haから61.8haに増加( 6％)しており、経営規模の

拡大が進行している。
関係市町村の農業産出額は、33.8億円から35.2億円に増加(4％)している。

目
【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】
事業の施行に係る地域
現時点で受益地域を変更する必要はない。

主 要 工 事 計 画
現時点で主要工事計画を変更する必要はない。

事 業 費
現時点で事業費を変更する必要はない。
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幌進地区

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】
本地区では、作物生産性の向上と営農経費が節減される効果、従来の施設機能が維持

される効果を主な効果として見込んでいる。
現時点においては、費用対効果分析の基礎となる生乳の価格及び収量は安定した水準

評 を維持している。
関係市町村の農業振興計画等では、「自然と共生した酪農の実現を基本として、合理

的な生産方式と生産性の高い農業経営を確立する。」としており、現計画の営農計画に
対して大きな変化は認められない。

なお、費用対効果分析の結果は以下のとおりである。
総便益 (Ｂ) 12,905 百万円

価 総事業費 (Ｃ) 12,636 百万円（支出済換算事業費）
費用便益比(Ｂ／Ｃ) 1.02

注)総便益、総事業費には関連事業を含む。

【環境との調和への配慮】
本地区は、北西に位置するサロベツ原野、北東に位置する宗谷丘陵、東部に位置する

天塩山地と畑があいまって緑豊かな農村景観を形成している。また、本地区の取水河川
項 となるペンケエベコロベツ川にはヤマメ、ハナカジカ等の魚類が生息し、ペンケエベコ

ロベツ川下流部及び本川である下エベコロベツ川にはこれらに加え、イトウが生息して
おり、幌延町では田園環境整備マスタープランにおいて景観の保全や魚類の生息環境の
保全に努めることとしている。
これらを踏まえ、本事業の施行に際しては、幌進貯水池の法面を緑化し景観の保全に

配慮するとともに、取水施設においては、魚道の設置や早期に植生が回復する護岸にす
ることで、魚類の生息環境に配慮しており、これらの維持保全に努める。

目
【事業コスト縮減等の可能性】
用水管路工事における道路及び河川横断箇所について、従来の推進工法(オーガー方

式等)から、当該地域で施工が可能であることが確認された新技術(誘導式水平ボーリン
グ方式)に変更するなど、事業コストの縮減に取り組んでいる。

【関係団体の意向】
更なる事業コストの軽減を図りながら、地区の完了に向けて、効率的かつ適切な事業実施

を進められたい。

【評価項目のまとめ】
酪農における土地生産性の向上や農作業の効率化を図るために、貯水池、用水路等を整備

し、畑地かんがいの導入を行う本事業の必要性は変わっていない。
現時点で事業計画を変更する必要はない。

【第三者委員会の意見】
再評価結果は妥当と認められる。

【事業の実施方針】
コスト縮減に努め、平成20年度の完了に向けて事業を着実に推進する。


